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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「法令順守」「環境保護」「技術革新」を経営の三本柱として、企業価値の継続的強化を目指しています。この経営の三本柱のもと、株主

及びその他のステークホルダーに対して、効率かつ健全で透明性の高い経営が実現できるよう経営体制、経営組織を整備し実施していくことが、

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営の最重要課題のひとつと位置づけております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2④　議決権行使の環境整備】

当社では、インターネットによる議決権の電子行使は導入しておりますが、現在の当社株主構成において、機関投資家、海外投資家の保有比率
はともに低いことから、議決権電子行使プラットフォームや招集通知の英訳については、実施する必要はないと考えております。ただし、一定比率
を超えた場合は実施を検討することとしております。

【原則1-3　資本政策の基本的な方針】

当社は、資本政策の動向が株主の利益に重要な影響を与え得ることは十分認識しておりますが、資本政策は適時適切かつ機動的に判断し、実
施すべきものと考えているため、具体的な基本方針を説明することは考えておりません。

【補充原則3-1②　英語での情報開示・提供】

現在の当社株主構成においては、海外投資家等の保有比率が低いことから、英訳については、実施する必要はないと考えております。ただし、一
定比率を超えた場合は実施を検討することとしております。

【補充原則4-1②　中期経営計画の開示・分析・説明】

当社は、中期経営計画として具体的な定量的指標はありませんが、単年単位で、売上、利益の目標を策定しており、目標が未達に終わった場合
は、次期以降の計画策定時に反映しております。

なお、中期経営計画の開示及び株主への説明をどのように行うかは、今後検討いたします。

【補充原則4-1③　後継者計画の策定・運用】

当社は、後継者計画を重大な問題点と考えており、今後、取締役会及び指名・報酬委員会等を通じてグループ全体として適切に計画を立案し、検
討していきたいと考えております。

【原則4-2　補充原則4-2①　取締役会の役割・責務（2）】

当社は、執行役員会の提案を取締役会にて議論検討し、迅速・果断な意志決定をしております。

なお、経営陣の報酬は、月額報酬と退職慰労金のみであり、中長期的な業績を反映するインセンティブ付けは行っておりません。経営陣幹部は、
中期経営計画の達成に向け、業務遂行に励んでいるため、現状では、インセンティブ付けを行っておりませんが、今後については、インセンティブ
付けも検討してまいります。

【補充原則4-8①　独立社外取締役の会合】

当社は、監査等委員会設置会社であり、１名が常勤の監査等委員、２名が独立社外取締役の監査等委員であります。監査等委員会において十
分な情報交換・認識共有を図れるものと考えております。

【補充原則4-8②　筆頭独立取締役の選任】

当社は、監査等委員会設置会社であり、１名が常勤の監査等委員、２名が独立社外取締役の監査等委員であります。常勤の監査等委員が、経
営陣との連絡、調整を行っており、筆頭独立社外取締役を置かなくとも問題はないものと考えております。

【原則4-11　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は、監査等委員会設置会社でありますが、社内取締役につきましては、知識・経験・能力等を考慮し、各事業部門をカバーできるよう、バラン
スよく選任しております。女性の取締役につきましては現在、適任の候補者がおらず選任しておりません。外国人取締役につきましては、当社の
事業が国内中心であるという特性を鑑みて現状、必要はないものと考えております。なお、子会社には女性取締役を選任しております。また、監査
等委員である社外取締役には、公認会計士、税理士が含まれており、財務、会計に関する相当程度の見識を有しております。

なお、現時点では、取締役会全体としての実効性評価を行っていませんが、今後実施する予定であります。

【補充原則4-11①　スキルの特定（スキルマトリックス）】

当社の取締役会は、各取締役がもつ主たるスキル、専門性、経験を一覧化したスキル・マトリックスを作成し、取締役会全体としての知識・経験・
能力をバランスよく備え、実効性のあるものとすべきと考えております。なお、当社は、独立した客観的な立場から助言を求めるため、委員の過半
数が社外取締役で構成される指名・報酬委員会を設置し、取締役候補者の選任について、公正かつ透明性の高い手続を行っております。

当社のスキル・マトリックスにつきましては、「第76回定時株主総会招集通知」の13頁に記載しております。

https://www.sunmesse.co.jp/ir/stock/pdf/i/kabunushi76.pdf

現時点で、当社の独立社外取締役には他社での経営経験を有する者はおりませんが、次回選任時には、その選任を検討いたします。



【補充原則4-11③　取締役会の実効性評価】

当社は、何が自社にとってベストな取締役会の姿かを考え、それを達成するためのプロセスとは何かを今後検討し、実効性評価を実施する予定で
あります。

【原則5-2　経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社は、経営戦略や経営計画の策定は行っておりますが、資本政策は適時適切かつ機動的に判断し、実施すべきものと考えているため、具体的
な基本方針を公表、説明することは考えておりません。

なお、資本政策の基本方針を作成しておりませんが、収益計画、重視している経営指標とその目標等を明示した経営計画を公表しております

　　　統合報告書　　　http://www.sunmesse.co.jp/csr/report/index.html

【補充原則5-2①　事業ポートフォリオ】

現時点において事業領域の拡大のための成長戦略を図るうえで欠かせぬＩＰＳ事業、パッケージ事業並びにＢＰＯ事業への投資を行い、今後は、
事業ポートフォリオの可視化により、伸ばすべき事業には積極的な投資と人材を投じて自社変革・自社改革に取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

当社は、事業戦略上の必要性、取引・協業関係の維持・強化を保有の目的として、当社の企業価値の向上に資するものを政策保有株式と定義し
、それ以外は保有しない方針です。保有する株式銘柄、株式数などについては、毎年、保有の合理性を確認し、取締役会で検証しております。保
有の合理性については、個別銘柄毎に保有目的や株式保有に伴う影響と収益性、資本コストなどを勘案の上、当社の保有方針に則り判断してお
ります。具体的には、個別銘柄毎の当初投資額に対して、その配当金と当社との年間取引高に対する粗利額の合計金額の割合が、２期連続して
当社のROEを下回った銘柄については縮減検討対象とします。取締役会で検証の結果、保有の合理性が認められないと判断した株式については
、市場への影響を考慮しつつ売却を進めます。

　政策保有株式に係る議決権の行使につきましては、当該企業の経営方針、戦略等を尊重した上で、株主利益を大きく毀損される場合や反社会
的行為を行っている場合を除き、基本的に当該発行会社の提案議案を尊重する方針であります。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

当社では関連当事者間の取引（取締役と会社間の取引及び競業取引等）を行う際は、取引の重要性やその性質を踏まえた上で、取締役会での
承認決議を要することとしております。また、関連当事者との取引を把握するために、役員に対して毎年調査を実施し、監視を行っています。なお
、監査等委員会の事前承認も必要としております。

【補充原則2-4①　中核人材の登用における多様性の確保】

当社は、企業経営にとって多様性はイノベーションや新しい価値創造の源泉であって経営戦略の要であることを認識しております。そのような認識
のもと、社内における人材の多様性の観点から女性、中途採用者の管理職登用を行っております。なお、外国人の登用については、自社の事業
が国内中心であるという特性を鑑みて採用及び管理職への登用は現時点で考えておりません。

女性の管理職への登用については、2021年３月31日現在の当社における女性管理職は４名、管理職に占める割合は5.0％です。今後とも能力の
ある女性を積極的に管理職に登用し、女性管理職比率を2024年４月に女性管理職比率を7.5％(６名)とすることを目標とします。

中途採用者の管理職への登用については、2021年３月31日現在の当社における中途採用者の管理職は12名、管理職に占める割合は15.6％で
す。今後とも中途採用を実施し、能力のある者を管理職に登用していきますが、目標ありきの採用となる可能性があるため管理職比率は現時点で
は定めることはいたしません。

なお、当社では、女性の活躍を推進するため、女性のみの部署の設置や女性活躍リーダー研修などを実施しております。また、パートタイマー等
が正社員に転換できる制度があり、年間数名が正社員となっております。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定拠出年金制度を導入しており、企業年金の積立金の運用はなく財政状況への影響はないため、直接的には関係ありませんが、適宜
、従業員へ確定拠出年金制度の運用に関する教育研修を行っております。

【原則3-1　情報開示の充実】

（ⅰ）　経営理念・社是・企業行動憲章　https://www.sunmesse.co.jp/company/idea.html

　　　　統合報告書　　　https://www.sunmesse.co.jp/csr/report/index.html

（ⅱ）　当社は、「法令順守」「環境保護」「技術革新」を経営の三本柱として、企業価値の継続的強化を目指しております。この経営の三本柱のもと
、株主及びその他のステークホルダーに対して、効率かつ健全で透明性の高い経営が実現できるよう経営体制、経営組織を整備し実施していくこ
とが、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営の最重要課題のひとつと位置づけております。

（ⅲ）　当社の取締役（監査等委員である者を除く）の報酬については、固定報酬としての「月額報酬」と退任時に支給する「退職慰労金」で構成さ
れております。よって業績連動報酬等や非金銭報酬等を支給していないため、業績指標に連動しない報酬等が個人別の報酬等の額の全部を占
めることとなります。その報酬は、経済環境、業界動向及び業績を勘案し、各取締役（監査等委員である者を除く）が担当する職務の質及び量に応
じて算定し、指名・報酬委員会の審議及び答申を踏まえ、取締役会で決議しております。

取締役（監査等委員）の報酬についても、同じく固定報酬としての「月額報酬」と退任時に支給する「退職慰労金」で構成されております。各取締役
（監査等委員）が担当する職務の質及び量に応じてその報酬額を取締役（監査等委員）の協議により決定しております。

退職慰労金につきましては、「役員退職慰労金内規」において定めており、役位、職責、在任期間等を勘案し、業績を考慮のうえ算定し、取締役（
監査等委員である者を除く）については、指名・報酬委員会の審議及び答申を踏まえ、取締役会で決議しております。取締役（監査等委員）につい
ては取締役（監査等委員）の協議により決定しております。

（ⅳ）　取締役候補（監査等委員である取締役を除く）の指名につきましては、各事業部門をカバーできるバランスを確保しつつ、的確かつ迅速な意
思決定が行えるよう、適材適所の観点より総合的に検討しております。監査等委員である社外取締役候補の指名につきましては、会社法に定め
る社外性要件及び金融商品取引所が定める独立性基準に加え、豊富な経験、高い見識を有しているか、財務・会計に関する知見、当社事業全般
に関する理解、企業経営に関する多様な視点を有しているかの観点より総合的に検討しております。

上記方針に基づき代表取締役が検討、推薦し、社外取締役をメンバーに含めた取締役候補の指名及び経営陣幹部の選解任に関する指名・報酬
委員会の審議及び答申を踏まえ、取締役会に提案し、決議しております。　　　　



（ⅴ）　上記方針に伴い、個々の選解任理由につきましては、株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則3-1③　サスティナビリティについての取り組み】

当社は、サステナビリティを巡る課題については、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を中心に議論を行い、方針や施策など
の検討を行っております。加えて、地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配慮、取引先との構成・適正な取引等に
ついては、中長期的な企業価値の向上の観点から、ＲＢＡ(Responsible Business Alliance=責任ある企業同盟)の行動規範に則した取り組みを開

始しております。）　

人的資本への投資については、毎年、年間を通しての教育計画を作成し、階層別、年代別、職種別教育を実施しております。また、「人財を一番
大切にする会社へ」をモットーとし、定期的に従業員満足度調査を実施しており、その重点改善項目に上げられた人財育成に焦点をあてた人財戦
略を掲げております。

なお、当社の事業の性格上、現時点において特許等の知的財産への投資についてはなじまないものと考えております。

また当社はプライム市場上場会社ではありませんが、ＴＣＦＤへ賛同、ＴＳＦＤコンソーシアムへの参画を表明し、その対応を進めております。

統合報告書　　　https://www.sunmesse.co.jp/csr/report/index.html

【補充原則4-1①　経営陣に対する委任の範囲】

法令、定款、取締役会規程及び職務権限規程に定められた重要な事項については、取締役会が決定しております。ただし、取締役会の決議によ
って、法定のものを除く重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委任することができることとしております。取締役会にて決議される事
項以外の業務執行については、決裁権限基準に従い、社長・部長等の権限を明確に定め、それに基づき、それぞれの決定機関・決定者が審議・
決裁をしております。また、執行役員会は、社内取締役・執行役員で構成され、取締役会で決議された事項の執行及び課題への対応を委任され
ております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、東京証券取引所が定める独立役員にかかる独立性判断基準に加え、独自の独立性判断基準を以下のとおり策定しております。また当
社は、独自の独立性判断基準を満たした者を選定しており、選定された独立社外取締役は、経営戦略等へ的確な助言、意見や重要な意思決定
における監督等を独立した立場で行っております。

（独自の独立性判断基準）

当社は、東京証券取引所が定める独立役員にかかる独立性基準に加え、以下のいずれにも該当しない者を独立取締役として選定することとして
おります。

１．現在及び過去10年間において当社及び当社の子会社の業務執行者であった者

２．当社の主要株主（総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者）又はその業務執行者

３．当社が総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している会社の業務執行者

４．当社の主要な取引先（※)とする者またはその業務執行者

５．当社から役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、弁護士、公認会計士、税理士等（当
該財産を得ている者が 法人、組合等の団体である場合には、当該団体に所属する者をいう。）

６．当社から年間1,000万円を超える寄付、助成金を受けている者（当該寄付、助成金を受けている者が 法人、組合等の団体である場合には、当

該団体の業務執行者をいう。）

７．過去３年間において、上記２から６までに該当していた者

８．配偶者または二親等以内の親族が１から７に該当する者

９．その他、一般株主との利益相反が生じるおそれがあり、独立した社外役員として職務を果たせないと合理的に判断される者

※　主要な取引先とは、当社との取引において、支払額または受取額が、当社または取引先の売上高の３％を超える取引先、または取引先から
の年間借入平均残高が当社の総資産の３％を超える者をいう。

【補充原則4-11①　スキルの特定（スキルマトリックス）】

当社の取締役会は、各取締役がもつ主たるスキル、専門性、経験を一覧化したスキル・マトリックスを作成し、取締役会全体としての知識・経験・
能力をバランスよく備え、実効性のあるものとすべきと考えております。なお、当社は、独立した客観的な立場から助言を求めるため、委員の過半
数が社外取締役で構成される指名・報酬委員会を設置し、取締役候補者の選任について、公正かつ透明性の高い手続を行っております。

当社のスキル・マトリックスにつきましては、「第76回定時株主総会招集通知」の13頁に記載しております。

https://www.sunmesse.co.jp/ir/stock/pdf/i/kabunushi76.pdf

現時点で、当社の独立社外取締役には他社での経営経験を有する者はおりませんが、次回選任時には、その選任を検討いたします。

【補充原則4-11②　取締役の兼任状況】

当社は、取締役が上場会社の役員を兼任することを妨げないが、合理的な範囲にとどめるべきと考えております。なお、現在、社外取締役（監査
等委員）１名が上場会社２社の社外取締役（監査等委員）を兼任しておりますが、その兼任社数は合理的な範囲であると考えており、当社の監督、
監査業務を適切に果たすことができるものと考えております。その他兼任先については、コーポレートガバナンス報告書、株主総会招集通知に掲
載しております。

【補充原則4-11③　取締役会の実効性評価】

当社は、何が自社にとってベストな取締役会の姿かを考え、それを達成するためのプロセスとは何かを今後検討し、実効性評価を実施する予定で
あります。

【補充原則4-14②　取締役に対するトレーニング】

当社は、取締役に対して、その役割、責務を果たすために必要なトレーニングの機会を提供することを基本方針としております。その方針のもと、
少なくとも年１回、コーポレートガバナンスやインサイダー等研修会を実施しております。また、積極的に外部セミナー、ＷＥＢセミナー等に参加する
よう推奨し、取締役が外部研修会等に参加する際には、会社が費用負担しております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主との対話は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に重要な役割であると認識しており、主にＩＲ担当役員等が対応いたしますが
、必要に応じて、経営トップが対応し、株主に対して分かりやすい形で説明いたします。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社大垣共立銀行 772,000 4.98

田中良幸 509,160 3.28

田中義一 505,810 3.26

田中芙美子 463,300 2.98

田中勝英 427,900 2.76

田中尚一郎 420,234 2.71

サンメッセ従業員持株会 377,300 2.43

花林雅子 344,240 2.22

株式会社十六銀行 340,400 2.19

田中信康 312,274 2.01

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

親会社、上場子会社はなく、その他重要な影響を与える特別な事情はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 19 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

石岡秀夫 税理士 △

澁谷英司 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

石岡秀夫 ○ ○

石岡秀夫氏は、当社監査役就任前に顧問
税理士契約を締結しておりましたが、監査
役就任をもって解約しており、その報酬は
多額の金銭その他の財産に該当するもの
ではありませんでした。

石岡秀夫氏は、直接企業の経営に関与された
経験はありませんが、税務署等勤務及び税理
士として培われた税務、財務及び会計に関す
る相当程度の見識を有しており、その専門的な
見識を当社の経営体制に活かしていただける
ものと判断し、また、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないため、独立役員として指定い
たします。

澁谷英司 ○ ○

澁谷英司氏は、1995年から2003年の間、
監査法人トーマツの社員として当社担当
でありましたが、現在は退任しております
。また、現在、当社と監査法人トーマツと
の監査契約はありません。

澁谷英司氏は、直接企業の経営に関与された
経験はありませんが、公認会計士及び税理士
として培われた税務、財務及び会計に関する
相当程度の見識を有しており、その専門的な見
識を当社の経営管理体制に助言及び提言をい
ただけると判断し、また、一般株主と利益相反
が生じるおそれがないため、独立役員として指
定いたします。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会は、内部監査部門である監査室との連携により監査を実施すること、また、監査等委員のうち、社内取締役１名が常勤することから
、監査等委員会の職務を補助する使用人を置いておりません、ただし、監査等委員会が求めた場合は、職務を補助すべき使用人を配置すること
としております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人による会計監査は、必要に応じて相互の情報、意見等の交換を行うなど、相互連携を強化し、監査の実効性を高めています。 また、

内部監査部門として監査室を設置し、監査等委員と監査室とは年４回の意見・情報交換を行うなど連携を強化して、監査の実効性と効率性の向
上を目指しております。



【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置し、取締役候補者の指名や報酬について審議・答申します。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を満たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現在のところは安定報酬の上での業績向上を目指しておりますのでインセンティブ付与は実施していませんが、取締役の業績向上意欲を高める
ためにも報酬体系については引き続き検討いたします。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しておりませんので、個別には開示しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

　当社の取締役（監査等委員である者を除く）の報酬については、固定報酬としての「月額報酬」と退任時に支給する「退職慰労金」で構成していま
す。よって業績連動報酬等や非金銭報酬等を支給していないため、業績指標に連動しない報酬等が個人別の報酬等の額の全部を占めることとな
ります。その報酬は、経済環境、業界動向及び業績を勘案し、各取締役（監査等委員である者を除く）が担当する職務の質及び量に応じて算定し
、指名・報酬委員会の審議及び答申を踏まえ、取締役会で決議しております。

　取締役（監査等委員）の報酬についても、同じく固定報酬としての「月額報酬」と退任時に支給する「退職慰労金」で構成されております。各取締
役（監査等委員）が担当する職務の質及び量に応じてその報酬額を取締役（監査等委員）の協議により決定しております。

退職慰労金につきましては、「役員退職慰労金内規」において定めており、役位、職責、在任期間等を勘案し、業績を考慮のうえ算定し、取締役（
監査等委員である者を除く）については、指名・報酬委員会の審議及び答申を踏まえ、取締役会で決議しておりまます。取締役（監査等委員）につ
いては取締役（監査等委員）の協議により決定しております。

　　　

②取締役の個人別の報酬等の決定方法

　　取締役の報酬等の決定つきましては、客観性及び透明性ある手続きを確保するため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を
設置しております。取締役会は、同委員会の答申に基づき、取締役の個別報酬等を決定します。

③取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役（監査等委員である者を除く）の報酬（固定報酬）限度額は、2015年6月25日開催の第70回定時株主総会において年額200,000千円以内と
決議されております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません）。当該決議時の取締役は13名であります。

取締役（監査等委員）の報酬（固定報酬）限度額は、2015年6月25日開催の第70回定時株主総会において年額20,000千円以内と決議されておりま
す。当該決議時の取締役（監査等委員）は３名であります。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役を補佐する担当セクションや担当者はおりませんが、要請があった場合は、適時サポートしております。なお、取締役会の議題や重要

な情報は、事前に常勤の監査等委員に資料又は説明をし、常勤の監査等委員を通じて社外取締役に伝達する仕組みとなっております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

田中勝英 特別顧問

当社の社長経験者につきましては
、相談役、顧問（特別顧問含む）に
任命できることとしており、現在、
特別顧問、相談役の２名が在任し
ております。特別顧問は、当社意
思決定を行う取締役会へも出席せ
ず、当社の業務執行にも関与しま
せん。特別顧問は、主に社外役職
就任をはじめとする社会的意義の
高い対外活動に従事しております
。

なお、当社子会社の社長を兼務し
ております。

非常勤、報酬あり 2020/06/25 １年ごと

田中義一 相談役

当社の社長経験者につきましては
、相談役、顧問（特別顧問含む）に
任命できることとしており、現在、
特別顧問、相談役の２名が在任し
ております。相談役は、当社意思
決定を行う取締役会へも出席せず
、当社の業務執行にも関与しませ
ん。相談役は、主に社外役職就任
をはじめとする社会的意義の高い
対外活動に従事しております。

非常勤、報酬あり 2021/06/25 1年ごと



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

相談役・顧問規程を制定しており、その委嘱は、取締役会の決議によっております。　

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社の取締役会は,取締役（（監査等委員である取締役を除く））８名及び監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成され、月１回
定時取締役会を開催することとしており、経営上重要な事項を決議及び審議をしております。

　なお、取締役会の開催頻度、個々の役員の出席状況につきましては、株主総会招集通知に記載のとおりであります。

https://www.sunmesse.co.jp/ir/stock/meeting.html

また、執行役員制度を導入し、執行役員会は９名で構成され、月１回開催、それぞれの業務に精通した有能な人材を登用して、特定の業務執行
権限の一部を委ねることにより、より機動的かつ効率的な業務運営を図っています。

　当社の監査等委員会は、３名（うち社外取締役２名）で構成され、月１回定期的に監査等委員会を開催しております。

各監査等委員は、監査等委員会で定めた監査基準に準拠し、監査方針及び監査計画に基づき情報の収集及び監査の環境整備に努めるとともに
、取締役会その他重要な会議への出席や会計監査人による監査並びに監査室による監査にも適宜立ち会い、取締役の職務執行の監査を行って
おります。また、監査等委員には、税務、会計に知見を有する税理士１名、公認会計士1名が含まれております。

　さらに、社長直轄の監査室が中心となり、財務報告に係る内部統制の整備状況についてモニタリングをしています。

　内部監査につきましても、監査室が主要な業務部門を中心に業務監査を実施しております。内部監査担当者は、被監査部門に対して事実の認

定、意見の表明、助言及び改善状況の確認を行うとともに、監査等委員及び会計監査人との意見交換により、相互の連携を高めています。

　取締役の指名、報酬について審議し、取締役会に答申するため、指名・報酬員会を設置しております。委員会は３名（うち２名が社外取締役）で
構成され、社外取締役が議長を務めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会において議決権を有する監査等委員である取締役を構成員とすることにより、取締役会の監査監督機能を強化するとともに、重
要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役へ委任できることから、迅速かつ柔軟な意思決定を実現することで、当社のコーポレート・ガバナン
スの更なる充実を図ることを目的とし、監査等委員会設置会社を選択しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
招集通知の発送を法定期限より早く発送しております。なお、東京証券取引所のウェブサ
イトや当社ウェブサイトにおいても、招集通知発送日より１週間程度前に開示するようにし
ております。

集中日を回避した株主総会の設定 特別の事情がない限り、株主総会の第一集中日を回避するようにしております。

電磁的方法による議決権の行使
議決権行使の利便性向上の一環として、2021年の定時株主総会より、電磁的方法による

議決権行使を導入しております。

その他
ホームページに、招集通知、決議通知を掲載しております。なお、招集通知は、見易さを
考慮し、カラー化をしております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
「ＩＲリリース」「決算短信」「四半期決算短信」「有価証券報告書」「四半期報告
書」「招集通知」「決議通知」「株式基本情報」「株主優待」「統合報告書」「ＩＲカレ
ンダー」「よくある質問」「問い合わせ入力フォーム」等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署を総務部としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

統合報告書を発行し、ホームページにも掲載しております。ＩＳＯ１４００１を２００１年に取得
し、２００４年には、本社工場が日本印刷産業連合会主体の環境優良工場として経済産業
大臣賞を受賞いたしました。また２００７年にFSC森林認証制度のCoC認証を取得。２０１３
年には、カーボン・オフセット大賞奨励賞、２０１５年には、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント
）日本フォーラム表彰奨励賞、中部カーボン・オフセット大賞貢献賞を受賞、２０１７年度、２
０１８年度、２０２０年度には、当社統合報告書が「環境コミュニケーション大賞」で優良賞を
受賞。

その他、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD)」提言への賛同、「サンメッセSDGs
宣言」を表明、２０２１年度からはサステナビリティ委員会を設置し、事業を通じて社会と会
社の持続的な成長を目指すサステナビリティ経営を強化していきます。

２０１４年度はゼロエミッションを達成し、資源のリサイクルを推進しております。

従業員の有志による委員会を設置し、地域貢献、ボランティア活動に努めております。

CSR活動 https://www.sunmesse.co.jp/csr/

その他

個人情報保護のため「プライバシーマーク」、情報セキュリティマネジメントシステムである「Ｉ
ＳＯ/ＩＥＣ27001」の取得をしております。

<女性の活躍の方針・取組等について>

当社は、女性の活躍促進へ向けて、仕事と育児の両立を目的とした職場環境の整備や、
育児・

介護による休業制度が取得しやすい環境づくりに積極的に取り組んでおります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

〈内部統制システムの基本的な考え方及びその整備状況〉

●内部統制システムの基本的な考え方

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・当社は、事業活動における法令、企業倫理、社内規程の順守を確保するため、順守すべき事項を「社員行動基準」として定め、当社グループの
取締役等及び使用人に周知徹底を図る。

　・当社は、コンプライアンス（法令順守）に関する規程の制定及び内部通報制度を構築するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、運用管理
する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　・当社は、社内規程に基づき、各種会議等の議事録を作成保存するとともに、重要な職務の執行及び決裁にかかる情報について記録し、適切に
管理する。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　・当社は、リスク管理に関する規程を制定するとともに、リスク管理委員会を設置し、運用管理する。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・当社は、職務権限に関する規程を制定し、監査室が運用状況を監視する。

５．当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　・当社は、関係会社の管理に関する規程に基づき子会社を管理し、子会社は、業務執行状況、財務状況等を定期的に報告するものとする。



（２）子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　・当社は、関係会社の管理に関する規程に基づき子会社を管理し、当社及び子会社のリスクに関して定める規程を制定するとともに、リスク管理
委員会を設置し、運用管理する。

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正を確保するため、当社取締役等を派遣し、業務執行の監督、監査する。

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・当社は、当社及び子会社のコンプライアンス（法令順守）に関する規程の制定及び内部通報制度を構築するとともに、コンプライアンス委員会を
設置し、運用管理する。

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　・監査等委員会が求めた場合は、監査等委員会の職務遂行を補助するため、監査スタッフを置く。　

７．上記６の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会の指示の実効性の確保に関する
事項

　・監査等委員会の職務を補助すべき使用人（監査スタッフ）は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令には服さず、その任命、異
動については、監査等委員会の同意を要するものとする。

８．当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

　当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対し、規模や業態等に応じて次の事項を遅滞なく
報告するものとする。

　・会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事実

　・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の職務遂行に関して不正行為、法令、定款に違反する行為

　・内部通報制度による運用及び通報の状況

　・毎月の経営状況の重要な事項

　・内部監査結果の状況

９．監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　・当社は、当該報告をしたことを理由として通報者に対し、不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を内部通報に関する規程に明記しておりま
す。

１０．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

　・当社は、監査等委員がその職務の執行に関して費用の前払等を請求したときは、当該費用等が監査等委員の職務執行に必要ないと認められ
る場合を除き、当該費用等を負担し、速やかに処理する。

１１．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　・代表取締役社長と半期ごとに１回、監査室と四半期ごとに１回の意見・情報交換を行うなど連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目
指す。

●内部統制システムの整備状況

・企業行動憲章・社員行動基準、文書管理に関する規程、リスク管理に関する規程等の作成、内部通報制度の構築をしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

〈反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況〉

●反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは毅然とした態度で臨み、公序良俗に反する行為をしないことを基本方針と

しております。

●反社会的勢力排除に向けた整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた取り組みについて「企業行動憲章」「社員行動基準」「反社会的勢力対応マニュアル」その他社内規程に定め、毅然
とした態度で反社会的勢力との関係を遮断排除することとしています。

２．対応統括部署を総務部とし、反社会的勢力からの不当要求に対応することとしております。

３．警察や弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築し、反社会的勢力の情報収集、排除に努めています。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示に係る社内体制の状況

・会社情報の適時開示の責任者を執行役員管理本部長とし、情報開示担当役員を執行役員経理部長としております。

・開示担当部署は、総務部又は経理部としております。

１．重要事実が発生した場合、各部門より執行役員管理本部長、執行役員経理部長、総務部又は経理部に報告されます。

２．情報の重要性の判断については、執行役員経理部長、総務部又は経理部を中心に必要部署との協議を通じ、執行役員管理本部長が判断し

ます。

３．決定事実又は決算情報に関しては、執行役員管理本部長が取締役社長に報告し、取締役会の承認を経て遅滞なくこれを開示担当部署が開

示します。発生事実に関する情報については、執行役員管理本部長が取締役社長に報告し、遅滞なくこれを開示担当部署が開示します。
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